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産業連関表から
供給・使用表へ

２０２０年１０月

統計委員会委員長
立正大学経済学部教授

北村 行伸

はじめに

•この講演では、産業連関表のSUT体系移
行に関する統計委員会の議論を紹介
•その背景や課題、今後の展望などについ
て報告
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統計改⾰推進会議（２０１７年〜）
政府全体における証拠に基づく政策⽴案（ＥＢＰＭ）の定着、国⺠のニー
ズへの対応等の観点から、抜本的な統計改革及び一体的な統計システムの
整備等を政府が一体となって強力に推進するために必要な検討を行うこと

目的

構成（2017年時点）
議長 菅内閣官房長官
構成員 山本行政改革担当大臣、石原内閣府特命担当大臣（経済財政政策）

高市総務大臣、麻生財務大臣、世耕経済産業大臣、黒田日本銀行総裁
（有識者）
伊藤元重 学習院大学国際社会科学部教授
金本良嗣 電力広域的運営推進機関理事長政策研究大学院大学特別教授
川﨑茂 日本大学経済学部教授
西村淸彦 政策研究大学院大学政策研究科教授
新家義貴 株式会社第一生命経済研究所経済調査部主席エコノミスト
橋本英樹 東京大学大学院医学系研究科教授
宮川努 学習院大学経済学部教授
美添泰人 美添泰人青山学院大学経営学部招聘教授
渡辺努 東京大学大学院経済学研究科教授

統計改革推進会議最終取りまとめ（2017年６⽉）
GDP統計を軸にした経済統計の改善

 GDP統計を軸として各種経済統計を改善・拡充するとともに、産業連関表の供給・使用表
（Supply and Use Table, SUT）体系への移⾏を図ることなどにより、GDP統計の精度を向上

産業連関表の
ＳＵＴ体系への移行

基準年ＧＤＰの精度向上

経済センサス・投入調査の改善
• 母集団名簿の充実
• 副業生産構造、投入構造の正確な把握、
カバレッジの拡大

年次ＧＤＰ推計の精度向上

四半期ＧＤＰ速報の
精度向上

産出・投入に係る年次統計の改革
（ビジネスサーベイ（仮称）の創設等）

• サービス関連統計の統合・拡充
• 商業統計の年次調査化 等

より正確な景気判断に資する基礎統計の改善
• 家計統計、法人企業統計、リフォーム統計等

整合的な作成
精緻な情報の反映、
チェック・バランス

基
準
年
【

５
年
毎
】

年次

四半期

デフレーターに係る基礎統計の充実
• 消費者物価指数の拡充（サービス分野）、

企業向けサービス価格指数の拡充（卸売
サービス等） 等

生産物分類
・産業分類
の見直し

ビジネス
レジスター
の整備

GDP統計の改善 基礎統計の拡充・改善 基盤整備
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産業連関表・SUTとＧＤＰ統計の関係
•産業連関表は、ＧＤＰ統計の５年ごとの基準改定時のベンチマー
クの供給・使用表の推計に利用

•ＧＤＰ統計では、供給・使用表を推計し、支出側ＧＤＰ（商品
（生産物）別の最終需要額）と生産側ＧＤＰ（産業別の付加価値
額）の整合性を図る

(U表)
＜供給・使用表：使用表＞

商

品

付
加
価
値

産 業 最終需要

商品i が、どの産業の
生産に使われたか

商品i が、どう最終的に
使用されたか

産
業
k
の
生
産
に
ど

の
商
品
を
使
っ
た
か

産
業
k
の

付
加
価
値

i

k

支出側ＧＤＰ

生
産
側

Ｇ
Ｄ
Ｐ

(S表)

商

品

産 業

産業k がどの商品を
生産・供給したか

輸入
商品iの輸入を
通じた供給

商品iがどの産業により
生産・供給されたか

＜供給・使用表：供給表＞

i

k

産業連関表では
アクティビティ

産業連関表でも商品

①基礎統計から産業連関表を経由せずＳＵＴを直接推計する体系へ

基礎統計 産業連関表 ＳＵＴ ＧＤＰ統計
【 現 行 】

ＳＵＴ
ＧＤＰ統計

産業連関表

【見直し後】
基礎統計

＜ＳＵＴ体系＞

ＳＵＴ体系移行の意義

ＳＵＴは、企業が報告しやすい単位の計数から作成できるため、産業連関
表（アクティビティ別の統計）より、実測ベースで作成しやすい

現行の産業連関表には、投入調査や前回表の利用など精度の課題

ＧＤＰ統計の推計は、産業連関表を経由せずにより仮定の少ない手法によ
り、推計可能

Ｇ７諸国は移行済
国際的潮流に対応
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投入調査の課題（2017年12月１日ＳＵＴタスクフォース
資料（総務省・経済産業省））

・製造業では、一次統計の情報を基に推計している割合が高い傾向

・サービス業では、一次統計の情報のみを基に推計している割合が低い
傾向があり、多くは前回表の情報を組み合わせるなどの方法により推計

⇒特に、サービス業において、実測をより重視した推計を行うため、投
入調査等の一次統計の改善が必要

投入額推計（初期推計）における一次統計、前回表の利用状況
※投入額推計では、基礎資料を用いて、国内生産額の詳細な投入内訳（原
材料や粗付加価値の内訳）を推計

○産業別有効回答率の状況
・調査対象7330企業のうち有効回答は2636企業（有効回答率約36.0％）

○費用項目の回答状況・サービス産業・非営利団体等
・投入調査の費用項目については、プレプリントされている項目（役員報酬・給
与手当など）と、「仕入・材料費」など更にその内訳の自由記入項目から構成。
これらの区分は、現状でも、産業連関表の部門分類よりも粗く、それへ分割し

た費用の推計は、他の情報によっている。

・「仕入・材料費」等については、業種により出現する項目に違い。特に、項目
が多いのは飲食サービス関係業（食材等が多い）や機械修理業（部品等が多い）

・非常に稀に出現する項目が見られたり、想定される費用が得られなかったりす
る場合があるため（例えば、広告制作業で「米」が費用と回答）、計数の評価が
難しく、結果的に、推計に依存せざるを得ない場合がある。

⇒サービス産業・非営利団体等投入調査については、業種ごとの調査票の設計な
ど精度向上を図るための検討が必要

平成23年サービス産業・非営利団体等投入調査の実施状況

投入調査の課題（2017年12月１日ＳＵＴタスクフォース
資料（総務省・経済産業省））つづき
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体系的整備の成果：タイムリーな構造変化の把握
基準改定からの構造変化を的確に捉えるため、（５年おきの統計に整合し
た）年次の基礎統計を整備
例えば、２０１１年基準の場合は・・・

２０１２年：経済センサス活動調査の実施
２０１３年：同調査の確報公表
２０１４年：産業連関表の確報公表
２０１５年：ＧＤＰ統計の基準改定

→ＧＤＰ統計の2011年基準計数は2020年まで推計
様々な統計から産業別投入額などの年次変化を推計

年次の基礎統計整備（経済構造実態調査の新設）により、基準改定後の計数（およ
そ10年間）について、これまでよりも、構造変化を詳細に反映できる仕組みに

ＳＵＴ体系移行の意義（つづき）
②体系的な統計整備
毎年や５年おきの各種統計とＧＤＰ統計の対応関係がより明確化

ＳＵＴ体系移行の意義（つづき）
体系的整備の成果：５年おきの基礎統計の拡充

供給表の推計に利用する経済センサス活動調査の見直し

企業の副業の売上高の商品別内訳をこれまでより詳細に把握
（特にサービス事業）
・・・供給表で必要な情報であり、供給表の精度向上に寄与するとともに

把握がしづらいサービス活動をより的確に把握

(S表)

商

品

産 業

産業k がどの商品を
生産・供給したか

輸入
商品iの輸入を
通じた供給

商品iがどの産業により
生産・供給されたか

＜供給・使用表：供給表＞

i

k

＜現行＞
専ら主たる事業
活動の商品

副

主

副

＜見直し後＞
副業の商品も詳
細に把握

推計に利用
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投入構造を捉える投入調査の拡充

投入調査において、記入しやすいものに見直した上で、精度を確保するため
の標本設計を見直し
・・・使用表や産業連関表の投入額推計において、なるべく

実測を重視した推計に見直し

ＳＵＴ体系移行の意義（つづき）
体系的整備の成果：５年おきの基礎統計の拡充

給与総額
仕入・材料費
食材費

米
野菜

・・・

企業が費用を
記入できる

企業が費用を
記入できない

投入調査

しかし標本サイ
ズが小さくばら
つきが大きい

未把握
前回表
比率に
依存

産業連関表
雇用者所得
中間投入合計
農産品
米
野菜

・・・

投入調査の標本設計見直し、記入しやすい費用項目への変更
ヒアリング等により実測を重視

また、様々な統計を用いて、供給
表や使用表、産業連関表が推計さ
れるため、このような「産業」や
「生産物」が統計間で一致してい
ることが望ましい

ＳＵＴ体系移行の意義（つづき）
体系的整備の成果：産業分類や生産物分類の見直し

(U表)
＜供給・使用表：使用表＞

商

品

付
加
価
値

産 業 最終需要

商品iが、どの産業の
生産に使われたか

商品iが、どう最終的に
使用されたか

産
業
k
の
生
産
に
ど

の
商
品
を
使
っ
た
か

産
業
k
の

付
加
価
値

i

k

支出側ＧＤＰ

生
産
側

Ｇ
Ｄ
Ｐ

使用表においては、
投入構造の類似性が高いものを同じ「産業」として捉え
需要構造の類似性が高いものを同じ「生産物」として捉えることで

推計精度の向上が期待できる

このような類似性を志向しつつ、産業分類を見直し、生産物分類を策定
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生産物分類・
産業分類

経済センサス
-活動調査

投入調査
（原材料等の費用調査）

産業連関表・ＳＵＴ・ＧＤＰ統計

2017
2018

2019 試験調査実施

2020

2021

2022
2023
2024 試験調査実施 2020年表公表

2025

2026

2027
2028
2029 2025年表公表

2030

全産業のSUT・IO
（１年前倒し公表を検討）

投入構造を
より正確に
把握するよ
う標本設計

（新分類を適用）

ｻｰﾋﾞｽ分野
の生産物分
類の作成

（新分類を適用）

産
業
分
類
の
見
直
し ｻｰﾋﾞｽ分野の

SUT・IO

ｻｰﾋﾞｽ
以外の
生産物
分類の
作成

投入調査
実施

経済センサス
実施

経済センサス
実施

センサスの一
環として実施

副業の生産
活動をより
詳細に把握

ｻｰﾋﾞｽ分野等の
年次基礎統計の改革

より精緻な情報の
取込、チェック・バラ
ンス

精緻な情報の直接的な
反映、チェック・バランス

副業生産・投入構造の改善
による年次ＳＵＴの刷新

全産業の直接推計に
よる年次ＳＵＴの構築

整合的に作成

整合的に作成

より精緻な
情報の取込

ＱＥ等ＧＤＰ
統計の精度
向上作業

ＳＮＡ
基準改定

ＳＮＡ
基準改定

ＳＮＡ
基準改定

基礎統計整備による
年次ＳＵＴの改善

（商業の産出、ｻｰﾋﾞｽ業の投入等）

（年次ＳＵＴの枠組みを活用
したGDP統計の精度向上）

スケジュール 2020年、2025年表と二段階、2030年までの計画

ＳＵＴ体系に移行するための基盤整備

総務省・内閣府が中心となって分類、基礎統計及び加工統計（産業連
関表・ＧＤＰ統計等）の関係府省等から構成されるＳＵＴ体系移行推
進チームを設置

統計委員会は、司令塔として、ＳＵＴ体系移行に係る整備方針の策定、
などを主導。進捗状況について、定期的に、必要に応じ随時チェック
し、必要な見直しなど統計整備を更に促進

これ以降、統計委員会で具体化
2017年６⽉に統計委員会国⺠経済
計算部会SUTタスクフォースを設置
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統計委員会における議論
・・・産業連関表に関する議論の経緯

基本構成の大枠の策定

基本的な概念・推計方法
の構築

調査の実施
2020年表の推計

作業

2020年表や
その推計方法
の具体化・試算

基礎統計に反映すべきものなど準備時間がかかるものから優先的に結論

2
0
2
0
年
表
の
公
表

（
2
0
2
4
年
度
）

２０１７〜１８年度 ２０１９年度〜 〜２０２４年度

すでに、経済センサス活動調査の見直しなどに反映した成果も

統計委員会における議論（つづき）
・・・産業連関表に関する議論の経緯

２０１８年度までに決まったこと（基本構成の大枠）

・２０１９年に策定されたサービス分野の生産物分類の適用
・経済センサス活動調査における副業把握の拡充
→2020年の経済センサス活動調査の試験調査や2021年の経済センサス活動
調査に反映

・２０２０年表の推計方針（スライド１７）
・部門の考え方（スライド１８）

２０１９年度に決まったこと

・サービス部門の投入調査の標本設計や調査事項の考え方を決定
し、2021年実施のサービス部門の投入調査に反映
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（サービス部門からのＳＵＴ体系移行）
①まず、供給表と、サービス産業に関する投入額をまとめたサー
ビス部門の使用表を推計
②①によって、財部門も含めたアクティビティ別の費用を推計
③②からバランス調整により産業連関表を推計し、供給表と使用
表を再推計

・・・・今後、引き続き具体化に向けて検討

統計委員会における議論（つづき）
・・・産業連関表に関する議論の経緯

・２０２０年表の推計方針

ＳＵＴの「公表部門」と「作業部門」
供給表と使用表の「産業」や「生産物」は、統計精度を確保できる
「公表部門」と、それを詳細化し、推計作業に用いる「作業部門」
から構成
産業連関表は「作業部門」から推計

・・・部門の具体案と産業連関表の提供部門については今後検討
・・・産業連関表の提供部門は、統計精度の観点からも見直し

統計委員会における議論（つづき）
・・・産業連関表に関する議論の経緯

・部門の考え方
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統計委員会における議論

2020年４〜６⽉まで行われた2021年に実施される経済センサス活動調査
の審議において、新型コロナウイルス感染症の経済への影響についても議
論
・・・2020年は５年おきの「基準年」であるが、異常な年であり、

その対応について議論

１ 新型コロナウイルス感染症の経済への影響がいつまで継続するか先
が見えない状況にあり、ＳＮＡやＳＵＴのベンチマークとする基準年の
経済状況をみて恣意的に変更すべきでないとの意見から、計画どおり調
査を実施することが適当

２ 2020年からの構造変化を部分的に反映させた中間年次を対象とした参
考値を作成・公表することになった場合など、今後、本調査結果を加工統
計に利用する際には、適切な対応を行う必要

・・・新型コロナの影響への対応

・現段階の整理（今後も引き続き対応が必要）

まとめ
•今後も、産業連関表の有用性はかわらない
•ただし、その作成過程は、様々な基礎統計に依存し、精度に限
界がある。産業連関表も絶対の正しさがあるわけではないとの
認識が必要

•ＳＵＴ体系移行は、そのような課題から提起されているもので、
ＧＤＰ統計をはじめとする経済統計全般にわたる対応が求めら
れており、産業連関表の精度の向上に資する意義がある

•統計委員会は、ＳＵＴ体系移行を主導していく⽴場だが、今後
も開かれた議論を行って、統計がよくなるように対応を進めて
いく
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供給・使用表の課題

法政大学

中村洋一

２００８SNA

• 供給・使用表（SUT：Supply and Use Tables)は、様々な情報源からの
データを比較し、突き合わせることにより経済情報システムの一貫
性を高める上で有力な枠組みである。

• その中核は生産物バランス（product balances)
産出＋輸入＝中間消費＋最終消費+資本形成＋輸出

にある。

• タバコ、酒への支出は家計調査では過少報告の傾向 →
産出（葉の生産と連動）＋輸入－輸出（貿易統計） で把握

32 33



2021/2/15

2

SUTによる計数調整（JSNA)

第3次年次推計における計数調整

財 中 中 総
貨 最 総 供
・ 間 間 終 資 輸 給
サ 計数調整 消 本

 ＝

－

投 消 費 形 出 総

ビ 支 成 需
ス 入 費 出 要
別

（コモディティーフロー法）

（付加価値法）

経済活動別中間投入

経済活動別

経済活動別付加価値

経済活動別産出

JSNAのSUT（V表、U表）

• 産業連関表の取引基本表（X表）と産業別商品産出表（V表）を商品技術仮定（1つの生産物の生産技術はどの産業

であっても同じ）に基づき、生産物×産業のV表とU表に転換する。

    取引基本表（X表） 　　　　　U表

生産物×生産物 生産物×産業

　　産出表（V表） 　　　　　V表

生産物×産業 生産物×産業

産業連関表 JSNA
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SUTタスクフォース（統計委員会）における検討

部門構成等の大枠の検討

• 産業分類

公表部門：中間投入計、雇用者所得、資本減耗引当の比 →１５０

作業部門：投入される費用項目の内訳の相違 →２５０以上

• 生産物分類

公表部門：投入調査 →４０

作業部門：中間消費計、家計消費、固定資本形成の比 →４５０以上

（中間消費の項目の相違、中間消費の産出比率も考慮）

作業部門（CT)：サービスだけで４５０以上（現行IOは計３３００、サービス３００）

SUT部門構成の国際比較

バランシング 公表 バランシング 公表
ベルギー 350 64 135 64

デンマーク 2350 2350 117 117

ドイツ 89 89 75 72
フランス 139 38 139 38
ハンガリー 820 64 84 64

オランダ 630 85 120 76

オーストリア 550 550 74 74
フィンランド 776 150 179 150
スウェーデン 386 65 65 65
イギリス 110 110 127 127

日本(見込み） 450 40 250 150

生産物分類 産業分類

34 35



2021/2/15

4

建設・不動産、医療・介護、教育（５分野）の拡充

• 建築着工統計、建築物リフォーム・リニューアル調査、建設工事施
工統計の見直し

• 非住宅売買の仲介手数料、分譲住宅の販売マージン

• 医療の中間投入構造の把握（医療経済実態調査、レセプトデータ）

• 社会福祉（国公立）の費用構造の把握（介護事業経営概況調査等）

• 教育の中間投入構造の把握（地方教育費調査、特別調査）

加工のための財の移動の記録とSUT

• 1年目に90の仕掛品に10の加工サービスを加えて35の付加価値を得る、すなわち135の産出を行う製造業者があるとす
る。２年目にこの業者が、１年目の活動に加えて、外国から90の仕掛品を受け入れて10の加工を加え、付加価値を70と
することにより、産出を180とするものとする。以下の表に使用表における２とおりの記録方法を示す。

• 方法１が経済活動の過程を正確に表すのに対し、方法２は物理的な転換の過程に焦点を当てている。SNAが採用する
のは第１の方法であり、加工のための財貨の移動は輸出入ではなく、加工料というサービスのみが輸出入として記録さ
れる。しかし、生産技術を重視する伝統的な産業連関表の立場からは、以上のSNAの取り扱いに対応することは難しく、
第２の方法の方が親和性がある？

１年目 ２年目 方法２

原材料費 90 90 90 180

その他の費用 10 20 10 10 20

中間消費計 100 110 100 10 200

付加価値 35 70 35 35 70

産出 135 180 135 45 270

方法１
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Globalization と SUT

• Globalizationはgoods for processing を超えて広範、複雑化している。
• FGP(factoryless goods producers)には流通（merchanting）のみならず、IPP

（intellectual property products)を所有し、生産をコントロールする企業も
多い。（designed in California, assembled in China)

• このようなFGPの行動の投入、産出をどう記録するか。
• IPPを海外に設立するSPE（special purpose entity)に所有させるケースも多

い。経済的所有を徹底するには海外SPEを親会社が立地する経済に帰属
させる必要。

• しかし、現実の税の支払は法的所有に基づいて行われ、記録されている。
税の擬制が必要になる？

• GVC（global value chain)を分析するためには、初めからglobalな枠組みか
ら立脚する必要があり、SUTもFGPｓ、外資系企業の分離、企業規模別分
類などを備えることも求められる。

Digitalization と SUT

Digitalizationへの対応も求められる：OECD,‘Guidelines for Supply-Use
tables for the Digital Economy’, January 2020

• Digital industries の定義、分類

• サービスをdigital 配送されるものと、そうでないものに分ける、また、財に
ついても

に分ける。

• 以上の細分化に加え、data をはじめとして、2008SNAで生産物とされない
digital サービスの分類、計測法について検討が進むことが期待される。

digital 以外で発注されたもの

digital で発注されたもの　－ 購入者が直接発注

　　－国内仲介業者を介して

　　－国外仲介業者を介して
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デジタルエコノミーに係るサテライト勘定
（内閣府経済社会総合研究所 2020年10月）

• （業種別産出・付加価値額）◆2015年のデジタル産業の産出額は約71.4兆円(全体の
7.1%)。粗付加価値額は、約37.4兆円(同7.0%）。 ◆粗付加価値額では大きい順に、デ
ジタル基盤産業の約30.5兆円、プラットフォーム及び自社サイトに依存する企業の 約
4.3兆円、デジタル仲介プラットフォーム（課金型）業の1.7兆円、E-テイラーの0.5兆円、
デジタル専業金融・保険業の0.3兆円。

• （総使用の内訳：中間使用or最終使用）◆2015年のデジタル生産物の総使用は87.6兆
円、うち、中間使用は42.3兆円 (総使用の48.2%)。◆中間使用のうち、ICT財は11.9兆円
（同36.0%）、デジタルサービスは30.4兆円（同55.7%）。デジタルサービスの内訳で は、
デジタルサービス（除、クラウド及び仲介サービス）の中間使用27.7兆円、クラウドコン
ピューティングサービス（有 償）0.45兆円、デジタル仲介サービス（有償）1.3兆円、イン
ターネット広告スペース提供サービス0.7兆円。

• （取引形態：デジタルor非デジタル注文） ◆国内家計現実最終消費のうち、デジタル注
文による支出額は約32.7兆円（全体の8.9%)。◆デジタル注文による輸出額は約25.6
兆円（全体の約27.8％）。デジタル注文による輸入額は17.4兆円（全体の 18.2%）。

http://www.esri.go.jp/jp/prj/hou/hou082/hou082.html
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供給使⽤表を巡る国際的潮流

内閣府上席主任研究官兼務総務省統計委員会担当室⻑ 萩野覚

環太平洋産業連関分析学会セミナー 2020年10月24日

国連︓産業連関表作成・分析ハンドブックから
供給使⽤・産業連関表の拡張・適⽤ハンドブックへ

Handbook of Input-Output Table 
Compilation and Analysis(1999)

Handbook on Supply, Use and Input-
Output Tables with Extensions and 
Applications（2018）
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新ハンドブックにおける
供給使⽤・産業連関表の内容（目次）

CHAPTER 2. OVERVIEW OF THE SUPPLY AND USE TABLES AND INPUT-OUTPUT TABLES ........ 19
A. INTRODUCTION .....................................................................................................................................................19
B. OVERVIEW OF SUTS .............................................................................................................................................19
1. Supply and Use Tables in current prices and in volume terms – “H-Approach” ............................................24
2. Physical SUTs ..................................................................................................................................................27
C. OVERVIEW OF IOTS ..............................................................................................................................................29
D. STRUCTURE OF SUTS AND IOTS: BASIC 
ELEMENTS ..............................................................................................32
1. Principles of the accounting system underlying the SNA applied to SUTs and IOTs ......................................33
2. Classification of economic activities ................................................................................................................36
3. Classification of products ................................................................................................................................38
4. Other classifications relevant for SUTs and IOTs ...........................................................................................42
5. Statistical units .................................................................................................................................................43
6. Valuation in the SUTs ......................................................................................................................................45
E. COMPILING SUTS AS AN INTEGRAL PART OF THE NATIONAL 
ACCOUNTS ..............................................................48

供給使⽤表とSNAの関係
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SUTをSNAの中に位置づけるメリット
（概念⾯）
SUTは、GDPの三⾯からのアプローチに理想的な枠組みを提供
（名目・実質両⾯）。

SUTは、基本価格、購入者価格といった、複数の評価方法に対応。
粗付加価値をダブルデフレーションで集計するフレームワークを
提供。

（実務⾯）
各種基礎データを整合性の取れた形で組み入れることが可能。
SUTの派生としてIOTを作成することが可能。
SUT⾃体は２〜３年後に作成されるが、その枠組みを⽤いて、国
⺠経済計算の年次⼀次推計や四半期推計を作成することが可能。

供給使⽤表と産業連関表の関係（Hアプローチ）

2.42. It is recommended that the IOTs are derived from SUTs. 
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供給使⽤・産業連関表の拡張とは
→ 付加価値貿易指標の精度向上を目的とする
OECD産業連関表（産業×産業）の部門詳細化

Ａ国 Ｂ国 Ｃ国

輸出 非輸出 外資 本邦 外子有外子無 輸 非 外 本 有 無 輸 非 外 本 有 無

輸出

非輸出

外資

本邦

外子有

外子無

輸出

非輸出

外資

本邦

外子有

外子無

輸出

非輸出

外資

本邦

外子有

外子無

付加価値

産出計

C国

産業１

産業２

産業３

中間消費計

Ａ国

産業１

産業２

産業３

Ｂ国

産業１

産業２

産業３

Ａ国 Ｂ国 Ｃ国 最終需要

産業１ 産業２ 産業３ 産業１ 産業２ 産業３ 産業１ 産業２ 産業３

わが国の課題
わが国でも、国際的な議論に沿って、ESUTの作成を検討
することが適当。

供給使⽤表の拡張にあたり、企業の異質性のうち、どのよ
うな要素がわが国において重要であり組み入れるべきか、
判別する必要。

そうした観点から、輸入中間財⽐率の違いを生み出す企業
の異質性について、ミクロデータの分析を通じ検討。

具体的には、①輸出・非輸出、②大・中小企業、③海外子
会社保有の有無、を検討。
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輸出有 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
食品 0.046 0.084 0.329 0.245 0.288 0.340 0.392 0.392 0.743 0.743 0.963
繊維 0.104 0.124 0.009 -0.020 0.005 -0.113 -0.089 -0.088 -0.134 -0.134 -0.134
紙パ -0.007 0.058 0.098 0.339 0.352 0.503 0.627 0.627 0.961 0.961 0.961
化学 0.171 0.133 -0.132 -0.126 -0.087 -0.016 -0.002 -0.011 0.088 0.061 0.693
金属 0.055 0.092 0.110 0.030 0.241 0.545 0.577 0.595 0.715 0.849 0.870
一般機械 0.103 0.079 0.072 0.064 0.047 0.039 0.027 0.042 -0.077 0.054 -0.053
光学電機 0.178 0.168 0.142 0.152 0.229 0.230 0.142 0.153 0.201 0.141 -0.149
輸送機械 0.062 0.049 0.046 0.063 0.070 0.066 0.086 0.089 0.136 0.232 0.366
その他製造 0.189 0.081 0.030 0.122 0.110 0.161 0.206 0.418 0.217 0.069 -0.038

輸出有 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
食品 0.055 0.060 0.110 0.057 0.057 0.057 0.067 0.067 0.080 0.080 0.098
繊維 0.070 0.147 0.187 0.116 -0.056 -0.054 0.009 -0.101 -0.101 -0.101 -0.101
紙パ 0.027 0.064 0.366 0.444 0.509 0.540 0.762 0.967 0.967 0.967 0.967
化学 0.086 -0.156 -0.172 -0.143 -0.062 -0.025 -0.189 0.115 0.278 0.587 0.587
金属 0.034 0.104 0.125 0.194 0.295 0.428 0.239 0.262 -0.039 -0.011 -0.011
一般機械 0.067 0.043 0.035 0.024 -0.018 -0.023 -0.041 -0.044 -0.051 0.085 0.013
光学電機 0.103 0.108 0.101 0.097 0.143 0.127 0.249 0.282 0.378 0.605 0.069
輸送機械 0.037 0.030 0.024 0.022 0.017 0.006 0.035 0.052 0.035 0.002 0.395
その他製造 0.188 0.092 0.274 0.273 0.280 0.302 0.099 0.140 0.540 0.572 0.815

（2011年）

（2015年）

（出典）企業活動基本調査（2011・2015年）ミクロデータより筆者作成

１．（１）輸出・非輸出
輸出⽐率毎の輸入中間財⽐率の乖離

輸出⽐率を0%、10%、20%…、90%と10％刻みで区切って、当該輸出
⽐率以上の企業と未満の企業との間の輸入中間財⽐率の乖離を計算。

1.（２）輸出・非輸出 インパクトの把握

輸入中間財⽐率の乖離に、⾼輸出⽐率企業の仕入総額を乗じることによって、
産業全体の輸入中間財の多寡に与えるインパクトを、輸出⽐率を0%、10%、
20%…、90%と10％刻みで区切って、各産業について指数化して計測。
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輸出0％が最大のインパクト

• ⾦属および紙パは、輸出⽐率10％のインパクトが最大
（2015年）であり、輸出⽐率10％で輸出・非輸出を
区分するという海外主要国で採⽤されている方法も的
外れとは言えない。

• しかし、その他の産業では、輸出⽐率0％のインパクト
が最大であり、輸出・非輸出を異質性判断の基準とす
るのであれば、当該⽐率を⽤いて輸出・非輸出を区分
することが適当。

１．（３）事業所ベースでの把握
事業所ベースでみても（経済センサスと鉱工業投入調査）、
総じて、輸出の方が非輸出よりも、輸入⽐率が⾼い。
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輸入⽐率を事業所数でみると０〜10％の事業
所が多い（2015年）

事業所ベースでみた輸入⾦額の違い（2015年）
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輸入⾦額の分析から得られる⽰唆

• 輸入⾦額でみると、20〜30%、90〜100%事業所の輸入額
が占める割合が大きい。

• これは、少数ではあるが多額の輸入を⾏っている事業所
が存在するということ。

• 個票データまで遡ると、このような事業所は石油・石炭
製品や、鉄鋼、非鉄⾦属などの産業で多くみられた。こ
のような産業については⼀部の大規模事業所の及ぼす影
響が大きいため、輸出・非輸出による区分ではなく、大
企業・中小企業といったそれ以外の側⾯からの分割が適
当である可能性がある。

２．大・中小企業
大・中小企業について、中小企業法に規定されているように従業員300人
かつ資本⾦3億円超の企業を大企業とみなす方法（左図）、法人企業統計
調査に⽤いられているように資本⾦10億円以上の企業を大企業とみなす方
法（右図）の二通りの方法により、輸入中間財⽐率の乖離を計測。
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大・中小企業 素材産業
• 化学および⾦属において、大・中小企業間の輸入中間財
⽐率の乖離が、輸出・非輸出企業間の乖離よりも大きい。

• このように、化学および⾦属においては、企業の異質性
として、企業規模を⽤いることが有⽤であることを⽰唆。

• なお、大企業の範囲を２通りの方法で定めたが、化学産
業では、大企業を限定的に捉える（右図）方が、大企業
に中堅企業も含め広く捉える（左図）よりも、大・中小
企業間の輸入中間財⽐率の乖離が若⼲大きい。

• これは、石油コンビナート等、原材料の輸入から生産ま
で⼀貫した製造プラントを持つ企業が、多くの輸入中間
財を投入することに起因するものと考えられる。

大・中小企業 化学・⾦属 内訳産業毎の乖離
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大・中小企業 化学・⾦属 内訳産業毎の分析
• 化学では、特に、石油化学産業で乖離が大きい。石油化学産業は、
資本集約的な製造プラントを持ち、企業規模が大きいほど、原材
料の輸入から生産までの⼀貫度が⾼い。このため、大・中小企業
の違いが、輸入中間財⽐率を大きく乖離させている。

• 他方、非石油化学産業では、ゴム・プラスチック、窯業・土石に
おいて、大企業の輸入中間財⽐率と中小企業の輸入中間財⽐率の
間に正の乖離がみられるものの、化学産業では、負の乖離が生じ
ており、全体としては、大・中小企業間の乖離が然程大きくない。

• ⾦属では、銑鉄において乖離が顕著、非鉄においてある程度の乖
離。これらは、資本集約的な製造プラントを持ち、企業規模が大
きいほど、原材料の輸入から生産までの⼀貫度が⾼い。

• 他方、非鉄加工、非鉄加工、その他⾦属といった⾦属加工におい
ては、大・中層企業間の乖離が大きくないか、乖離がマイナス。

３.外資・本邦企業を区分する重要性
企業特性別貿易統計の枠組みで企業を本邦企業と外資企業に区分してみ
ると、同じ先進国である欧州主要国との対⽐でみても、外資企業の国際
貿易における重要度が極めて低い

このため、産業連関表／供給使⽤表の拡張において、本邦企業と外資企
業を区分するプライオリティーは、我が国の場合、然程⾼くない。
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４.海外子会社保有・非保有企業を区分する重要性
企業特性別貿易統計の枠組みで、本邦企業について、海外子会社を保有
する企業と海外子会社を保有しない企業に区分してみると、我が国では、
欧州主要国との対⽐でも、海外子会社保有企業の国際貿易における重要
度が⾦額ベースで極めて⾼い。

輸入中間財⽐率乖離が大きければ、両者を区分することが意義がある。

海外子会社保有・非保有企業間の輸入中間財⽐率の乖離
米国経済分析局では、米国供給使⽤表において、産業を、海外子会社を保
有する企業と保有しない企業に細分類する形で、企業の異質性を同表に組
み入れている。確かに、海外子会社を保有する企業は、当該子会社から中
間財を輸入する結果、保有しない企業よりも輸入中間財⽐率が⾼そう。
この点について、我が国について計測。
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海外子会社の有無 ⾦属等
• ⾦属においてのみ、輸出・非輸出企業間および大・中小企業間
の輸入中間財⽐率乖離を大きく上回っている。これは、⾦属に
おいては、原材料を輸入に頼る企業が多い中、そうした企業が、
原材料の開発や採掘にあたり海外子会社を活⽤しているため。

• 繊維および紙パについては、海外子会社を保有する企業と保有
しない企業の間の輸入中間財⽐率の乖離が、輸出・非輸出企業
間の輸入中間財⽐率乖離に拮抗している。これは、繊維および
紙パにおいては、海外子会社を保有する少数の企業が集中的に
輸入を⾏う、という状況を反映。

• すなわち、海外の安い人件費を活⽤する目的で海外進出を⾏っ
た企業では、海外子会社が日本での生産の後方に位置する結果、
海外子会社からの輸入が嵩む、といった構図。

今後の課題
実際に、企業の異質性を組み入れた拡張供給使⽤表を試作
し、OECDと協議することとしたい。

その際、グローバリゼーションがSNAに与える影響を把握
する観点から、供給使⽤表において、産業分類を①本邦企
業（海外子会社非保有本邦企業）、②本邦の多国籍企業
（海外子会社保有本邦企業）、③外国の多国籍企業に支配
される企業（外資企業、といった、３つの範疇に区分する
拡張方法が提案されていることから、そうした拡張表の作
成にも取り組んで⾏きたい。
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異質性の識別をどの単位で⾏うべきか
 ESUTの実際の作業にあたり、輸出・非輸出（あるいは大規模・中小）
の識別は、企業単位と事業所単位の両方が考えられる。

 企業単位で⾏う場合には、企業活動基本調査を⽤いた分析のように輸
出・非輸出の判定を企業ごとに⾏い、輸出企業であれば傘下の事業所
をすべて輸出事業所とみなす。

 事業所単位で⾏う場合には、経済センサス及び鉱工業投入調査を⽤い
た分析のように、事業所単位で輸出・非輸出の判定を⾏う。

 現⾏SNAの統計単位は事業所であるため、最終的な統計表における統
計単位はいずれの方法をとったとしても事業所となるが、海外子会社
保有の有無は企業単位でした識別できない。

 国際的な議論では、そうした点も踏まえ、SNAの統計単位を事業所で
はなく企業に変更して⾏くべきといった指摘もみられ始めている

 どちらの方法によることが適切か、今後、OECDや海外主要国と議論
しつつ検討していきたい。
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